
総務費　　　　本庁舎大規模改修工事費、小川
　　　　　　　支所移転改修工事業務委託料、
　　　　　　　特別定額給付金事業費などによ
　　　　　　　る増
民生費　　　　ひとり親世帯臨時特別給付金や
　　　　　　　子育て世代臨時特別給付金など
　　　　　　　による増
農林水産業費　生産総合事業補助金や県営湛

たんすい

水
　　　　　　　防除事業負担金などによる減
商工費　　　　プレミアム付商品券業務委託料
　　　　　　　や事業持続化対策特別支援金な
　　　　　　　どによる増
土木費　　　　建物購入費や道路新設改良工事
　　　　　　　費などによる減
災害復旧費　　本庁舎災害復旧工事費や道路災
　　　　　　　害復旧工事費などによる増

決
算

令
和
２
年
度

　令和 2年度にどのくらいの収入があり、
どのように使われたのか、市の財政状況と
お金の使い道については次の通りです。

問 財政課　☎32-1748

歳入から歳出を単純に差し引くと 12 億
4,811 万円の黒字ですが、このうち令和 3
年度に繰り越して使う経費（財源）が 3億
8,909 万円あるので、実質的な収支はこの
ようになります。

一般会計
実質8億5,902万円

　　  の黒字決算

449億5,082万円
前年度比　+ 98 億 1,632万円

歳出

市税　　　　新型コロナの影響で収益が減少す
　　　　　　るなどしたことによる減
繰入金　　　コロナ対策のための財政調整基金
　　　　　　取り崩しなどによる増
国庫支出金　特別定額給付金給付事業などによ
　　　　　　る増
県支出金　　災害公営住宅建設事業の一定程度
　　　　　　終了などによる減
市債　　　　給食センター建設工事費や不知火
　　　　　　小学校建替工事費などによる増

歳入

461億9,893万円
前年度比　+ 97 億 5,637万円

自主

財
源

（
22.8％

）

歳入

分担金・負担金（0.3％）
1億 3,208万円

使用料・手数料（0.7％）
3億 1,039万円

市税
（13.1％）

60億 6,008万円

その他（3.6％）　16億4,782万円
 内　寄附金　　 5億 9,868万円
 訳　繰入金　　10億2,100万円
 　　財産収入　 2,814万円

諸収入（3.3％）
15億 4,199万円

繰越金（1.8％）
8億 4,106万円

地方譲与税（0.7％）
3億 1,019万円

地方交付税（21.6％）
99億 8,784万円

各種交付金（3.1％）　14億3,972万円
 内  利子割　　　　　　　  345万円
 訳  配当割　　　　　     1,492万円
　　株式等譲渡所得割     1,462万円
　　地方消費税　　 12億6,721万円

ゴルフ場利用税　　     3,154万円
環境性能割　　　　　  2,097万円
地方特例　　　　　　  5,359万円
交通安全対策特別　　     683万円
法人事業税交付金　　  2,659万円

国庫支出金
（29.7％）

137億 2,959万円

依存財源
（77.2％）

県支出金（5.9％）
27億 2,047万円

市債
（16.2％）

74億 7,770万円

歳出

議会費（0.5％）
2億1,045万円

総務費
（22.9％）

103億4,069万円

民生費
（24.6％）

110億6,852万円

衛生費（4.6％）
20億4,722万円

農林水産業費（2.9％）
12億8,767万円

商工費（6.0％）
26億9,336万円

土木費（8.9％）
39億9,696万円

消防費（8.1％）
36億6,128万円

教育費（11.9％）
53億5,770万円

公債費（8.9％）
39億8,163万円

災害復旧費（0.7％）
3億534万円
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特集

宇
城
市
の
財
政
は
全
て
の
指
標

で「
健
全
」な
状
態
で
す

■
健
全
化
判
断
比
率
を
表
す
４
つ
の
指
標

　健
全
化
判
断
比
率
に
は
、「
実
質
赤
字

比
率
」「
連
結
実
質
赤
字
比
率
」「
実
質
公
債

費
比
率
」「
将
来
負
担
比
率
」の
4
つ
の
指

標
が
あ
り
ま
す
。

　こ
の
指
標
の
う
ち
一
つ
で
も
早
期
健
全

化
基
準
を
超
え
る
と
、
自
主
的
に
改
善
努

力
を
し
て
健
全
化
を
図
ら
な
け
れ
ば
な
り

ま
せ
ん
。
ま
た
、
財
政
再
生
基
準
を
超
え

る
と
、
国
な
ど
が
関
与
し
て
確
実
な
再
生

が
求
め
ら
れ
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

健全化判断比率

宇城市の状況 参考（基準）

比率名 H30
年度

R1
年度

R2
年度

早期健全化
基準

財政再生
基準

実質赤字比率 ― ― ― 12.61 20.00 

連結実質赤字比率 ― ― ― 17.61 30.00 

実質公債費比率 10.2 8.9 8.7 25.0 35.0 

将来負担比率 5.4 2.0 15.1 350.0 

※実質赤字比率・連結実質赤字比率は黒字のため、　　　　　（単位：％）
　「－（該当なし）」で表示しています。

市債 538億6,013万円
 

　一般家庭の借金に相当し、道路整備や
公共施設の建設など一時的に多額の資金
が必要な場合に発行します。道路や施設
などは長期間利用されるため、世代間の
負担を均衡化させるのが目的です。
　市債残高は、平成28年度までは新規発
行を抑えることで減少傾向でしたが、平
成29年度以降は熊本地震からの復旧など
の影響で増加に転じています。

基金　　  162億3,384万円

　（内訳）

　
財政調整基金　　　　　  91億2,528万円
　減債基金　　　　　　　　 7億7,173万円
　特定目的基金　　　　 　 63億3,683万円

　一般家庭の預貯金に相当し、年度間
の財源の不均衡を調整する「財政調整基
金」、市債の償還に必要な財源を確保し
債務の軽減を図る「減債基金」、教育や地
域振興など特定の目的のために積み立て
る「特定目的基金」があります。

前年度比　 　      ＋ 3,763万円
市民1人当たり　　 279,258円

前年度比　　＋29億9,332万円
市民1人当たり　　 926,514円

市債と基金

600

（億円）

400

200

0

市債残高

基金残高

H28 H29 H30 R1 R2

　令
和
２
年
度
の
歳
出
決
算
額

は
、
コ
ロ
ナ
対
策
関
連
経
費
が

大
き
く
影
響
し
、市
発
足
以
降
、

最
も
多
い
４
５
０
億
円
と
な
り

ま
し
た
。

　コ
ロ
ナ
の
感
染
防
止
や
経
済

へ
の
対
策
と
し
て
約
88
億
円
支

出
し
て
い
ま
す
。

■
主
な
感
染
症
対
策
関
連
経
費

　コ
ロ
ナ
対
策
・
経
済
対
策
の

中
で
も
決
算
額
の
大
き
な
増
加

要
因
は
、
国
民
一
人
あ
た
り
に

10
万
円
を
給
付
し
た
、国
の「
特

別
定
額
給
付
金
事
業
」（
約
59
億

円
）で
す
。

　市
独
自
で
、「
コ
ロ
ナ
に
負

け
な
い
！
１
０
０
％
プ
レ
ミ
ア

ム
付
き
商
品
券
事
業
」を
２
回

に
わ
た
り
実
施（
約
22
億
円
）。

子
育
て
世
帯
に
対
し
て
は
、「
子

育
て
応
援
商
品
券
事
業
」（
約

１
億
円
）と
し
て
１
万
円
の
商

品
券
を
給
付
し
ま
し
た
。

　コ
ロ
ナ
の
影
響
を
受
け
て
い

る
小
規
模
企
業
者
や
農
林
漁
業

者
に
対
し
て
は
、
つ
な
ぎ
資
金

の
利
子
補
給
や
保
証
料
を
助

成
。
さ
ら
に「
事
業
持
続
化
対

策
特
別
支
援
金
」制
度
を
つ
く

り
、
再
起
の
糧
と
し
て
事
業
全

般
に
使
え
る
10
万
円
を
給
付
し

支
援
。
外
出
自
粛
要
請
な
ど
で

特
に
影
響
を
受
け
た
飲
食
店
に

は
、
追
加
で
30
万
円
の
支
援
を

実
施（
総
額
約
１
億
円
）し
ま
し

た
。

■
財
政
運
営 

―
ま
と
め
―

　合
併
後
最
大
の
歳
入
歳
出
決

算
額
と
な
り
ま
し
た
が
、
限
ら

れ
た
歳
入
財
源
の
中
で
、
熊
本

地
震
か
ら
の
復
興
、
公
共
施
設

の
更
新
、
社
会
保
障
対
策
な
ど

多
岐
に
わ
た
る
行
政
サ
ー
ビ
ス

に
可
能
な
範
囲
で
適
切
に
対

応
。
自
然
災
害
や
コ
ロ
ナ
対
策

に
も
迅
速
に
取
り
組
み
ま
し
た
。

　引
き
続
き
、
健
全
な
財
政
基

盤
を
維
持
し
、
市
が
掲
げ
る

「
ち
ょ
う
ど
い
い
！
住
み
や
す

さ
を
実
感
で
き
る
都
市
・
宇
城
」

の
実
現
に
向
け
取
り
組
ん
で
い

き
ま
す
。

一
般
会
計
の
決
算
状
況


